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2022 年 1 月 19 日 

各 位

会 社 名 アジア開発キャピタル株式会社

代表者名 代表取締役社長 アンセム ウォン

ANSELM WONG 

株式会社東京機械製作所の 2022 年 1 月 17 日付け「質問及び通告書」に対する 

通知書の送付について

当社は、2022 年 1 月 14 日付け当社ホームページ開示「株式会社東京機械製作所の筆頭株

主である当社らの今後の方針について(2)」（以下「ADCHP 開示（1/14）」といいます。）でお

知らせしたとおり、アジアインベストメントファンド株式会社（以下「アジアインベストメ

ントファンド」といい、当社と併せて「当社ら」といいます。）とともに、東京機械製作所

の筆頭株主として、東京機械製作所の代表取締役に対し、株券等保有割合を 32.72%以下ま

で減少させた後速やかに、取締役の選解任等を目的事項とする臨時株主総会の招集請求を

することを決定しました。

 また、同日、東京機械製作所の株主の皆様に、東京機械製作所の現経営陣と当社らのいず

れが東京機械製作所の企業価値・株主価値を向上することができるかを御判断いただく際

の判断材料としていただくため、当社ホームページ開示書面「株式会社東京機械製作所の経

営計画について」（以下「ADC 経営計画」といいます。）を開示・公表しました。 

これに対して、当社らは、同月 17 日、東京機械製作所から、同日付け「貴社らが開示し

た「東京機械製作所の経営計画について」と題する資料に関する資料及び通告書」（以下「TKS

書面（1/17）」といいます。）を受領しました。 

当社らは、本日、東京機械製作所に対し、通知書を送付し、以下のとおり TKS 書面（1/17）

に対する回答を行い、併せて質問をしましたので、お知らせします。

１．質問事項に対する回答

当社らは、2022 年 1 月 14 日にホームページ上で開示・公表した ADC 経営計画において、

当社らが株券等保有割合を 32.72%に減少させるべく準備中であること、減少方法として相

対取引による東京機械製作所の株式の売却（以下「本相対取引」といいます。）を予定し、

近日中に売却先候補者との条件合意を予定していることを説明しました。また、当社らは、

同日、ADCHP 開示（1/14）において、「減少方法については、証券取引市場における需給バ

ランスなどを考慮し、相対取引による売却を予定しています。既に複数の売却先候補者との

間で協議を進めていて、現在は最終的な取引条件の交渉中であり、近日中に合意が成立する

見込みです。」と説明しました。

このことに関し、東京機械製作所は、当社らに対し、TKS 書面（1/17）において、本相対

取引の詳細について、質問しています。
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 当社らといたしましても、当社らが東京機械製作所に提出した 2021 年 11 月 17 日付け誓

約書（以下「本誓約書」といいます。）による誓約事項を遵守するため、東京機械製作所及

びその独立委員会に対し、本相対取引の具体的内容を明らかにすることを予定しています。 

 もっとも、当社らは、ADC 経営計画及び ADCHP 開示（1/14）で説明したとおり、複数の

売却先候補者との間で協議を進めている段階であり、未だ合意に至っていないため、現時点

で本相対取引について開示できる情報はございません。そこで、今後、本相対取引について、

売却先候補者との間で合意に至り、その具体的内容を開示することができる状況に至った

場合には、改めて連絡することとしておりますので、その旨を回答しました。 

 また、当社らが東京機械製作所及びその独立委員会に対して、明らかにすべき具体的事項

をあらかじめ列挙することを求めております。 

 

２．その他の TKS 書面（1/17）の記載について 

 

(1) 臨時株主総会招集請求権の行使について 

 

 東京機械製作所は、「本誓約文言から明らかなとおり、2022 年 2 月 28 日（2021 年 8 月 30

日から 6 ヶ月以内）までは臨時株主総会招集請求を行使しないことが誓約の内容となって

おり、仮に、2022 年 2 月 28 日より前に、臨時株主総会招集請求を行使した場合には本誓約

書違反となります」と記載していますが、当社らが臨時株主総会招集請求権の行使を制約さ

れるのは、株券等保有割合を 32.72%以下にまで減少させるまでの間であり、上記記載は、

東京機械製作所の代理人弁護士が東京高等裁判所に提出した主張書面（抗告審答弁書）の記

載と明らかに矛盾しています。 

 東京機械製作所が裁判所に対し、虚偽の主張をしたというわけではないと思いますので

（そのようなことをすれば、代理人弁護士は懲戒処分の対象にもなり得ます。）、このような

矛盾する記載をしたのは、東京機械製作所の代理人弁護士が交代されたという事情がある

のではないかと推察しております。そこで、当社らは、東京機械製作所に対し、裁判を担当

した前任の代理人弁護士に本誓約書に関して確認することを求めました。 

 

(2) ADC 事業計画に関する説明について 

 

 当社らは、東京機械製作所の現経営陣に対し、東京機械製作所の株式価値・企業価値を向

上させるための方策（既存事業・新規事業それぞれに関する事業計画等）について積極的な

提案をさせていただくために、面談の実施を求めておりました。 

 これに対し、東京機械製作所の現経営陣が、早期の面談実現を予定しておらず、策定中の

事業計画の中に、当社らの提案内容を含めることを全く念頭に置いていないことを明らか

にしたことから、当社らは、やむを得ず、面談の実施に先行して、ADC 事業計画を開示・

公表しました。 

 当社らとしましては、東京機械製作所の現経営陣が、当社らとの面談に応じていただける

ということであれば、面談の場で、ADC 事業計画について具体的な根拠を含めて説明する

ことを予定しておりましたので、そのことを通知しました。 
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(3) その他、憶測に基づく誹謗中傷を止めていただきたいこと 

 

 東京機械製作所の TKS 書面（1/17）には、あたかも当社らが法令違反を行っていると受

け止められるような憶測に基づく誹謗中傷が散見されるため、このような開示は即刻止め

ること、及び開示前に法務チェックを徹底すること（おそらく、弁護士のチェックを経ない

まま開示したと思われましたので。）を求めました。 

 

３．臨時株主総会について 

 

 当社らは、東京機械製作所の現経営陣との間で、東京機械製作所の経営支配権をめぐる紛

争が顕在化した以上は、東京機械製作所の株主の皆様に、東京機械製作所の現経営陣と当社

らのいずれが東京機械製作所の企業価値・株主価値を向上することができるかについて、御

判断をいただくのが最善であると考えており、そのために、東京機械製作所の筆頭株主とし

て、東京機械製作所の代表取締役に対し、株券等保有割合を 32.72%以下まで減少させた後

速やかに、取締役の選解任等を目的事項とする臨時株主総会の招集請求をすることを決定

しました。臨時株主総会においては、次に挙げる 2 点についても、東京機械製作所の株主の

皆様に御判断いただく際の判断材料になることから、東京機械製作所の現経営陣に見解を

示していただきたいと考えております。 

 

(1) 原価割れ（赤字受注）について 

 

 まず、ZAITEN 2021 年 12 月号 34 頁「財務諸表から見える"不可思議な決算" 東京機械「乗

っ取り騒ぎ」の強い違和感」と題する記事には、以下の記述があります。 

 東京機械製作所は長年、巨額の赤字を垂れ流す放蕩経営を続け、2008 年~16 年 3

月期まで 8 期連続の営業赤字であり、定期的に不動産を売却、益出しすることで

辛うじて 3 期連続の純損失を免れるような状態であった。 

 その赤字決算の主因は、売上高が売上原価を下回る「原価割れ」であるが、東京機

械製作所の輪転機は、1 台当たりの価格が巨額で、7 億~10 億円程度と考えられ、

当然、見込み生産ではなく、新聞社から注文を受け、自社工場で数カ月間にわたっ

て製造し、新聞社に納入する受注生産である。 

 受注生産の場合、注文を受ける前段で、一定の利益を確保した見積もりを提示する

ため、原価割れは通常起こりえない。ゼネコンの下請けなどが「赤字受注」を強い

られることがあるが、往々にして発注者側の力が強すぎるといった背景がある。東

京機械においても同じ状況が考えられる。その赤字受注を強いている顧客こそ、新

聞社である。 

 これに対して、東京機械製作所の現経営陣は、上記記事について何ら説明をしていないた

め、事実関係について明らかにしていただきたいと考えております。 

 

(2) 特別損失の計上について 
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 次に、東京機械製作所は、2022 年 1 月 14 日付け東証適時開示「営業外収益及び特別損失

の計上に関するお知らせ」において、当社らとの係争及び関連する株主対応等の費用として、

訴訟関連費用 113 百万円及びアドバイザリー費用 264 百万円を特別損失に計上したことを

明らかにしています。 

 このことについても、各費用（訴訟関連費用 113 百万円及びアドバイザリー費用 264 百万

円）の内訳（支出先、支出の内容（目的））、並びに、当該支出をするに当たりどのような判

断過程を経たのかについて明らかにしていただきたいと考えております。 

 

４．別紙資料について 

 

  別紙１：当社らが 2022 年 1 月 17 日付けで東京機械製作所から受領した「貴社らが開

示した「東京機械製作所の経営計画について」と題する資料に関する質問及び

通告書」 

  別紙２：当社らが本日付けで東京機械製作所に送付した「通知書」 

 

以 上 
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